
書式第 12号(法第 28条目係)

令和 3年度 事業報告書

令和 3年 4月 1日 から 令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 AOPttJAPAN

1 事業の成果

航空知識の普及、災害救援、国際協力、社会教育の推進、等に関 して多くの知見と成果を得ることが

出来た。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費の

金額

(千円)

全国各地の地

方空港を拠点

として地方自

治体が行 う防

災訓棟への参

加事業

福島薬剤師会と共催で

「令和 3年度災害時の薬

剤師・医薬品等移送訓

練」を実施 した。

10月 23日 ～

10月 24日

ふくしま

スカイパーク

26 福島薬剤師会

及び一般

1,ⅨЮ

0

小型航空機の

運航に関する

安全講習会の

開催事業

国土交通省航空局技量維

持認定安全講習会を開催

した。

12月 4日 東 京

“

会員

3(X〕

268

小型機に係る安全推進委

員会にオンラインで参加

した。

通年 東 京 3 会員

3(X〕

0

予備品証明制度廃止に伴

う航空法施行規則の改正

に関する打ち合わせおよ

び航空局との折衝を行っ

た。

通年 東 京 3 会員

IЮ
0

小型機用簡易型飛行記録

装置(FDM)の活用方策検

討に係る実証調査・分析

評価委員会に出席 した。

通年 東京 3 会員

3(X)

0

航空英語能力証明試験
の受験を推進 した。

通 年 日本航空 2 会員

56

0

ATSシンポジウムにオ

ンラインで参加 した。

10月 よ)日 東 京 10 会員

10

0



海外の口係す

る団体が口罹

する国際会議
への参加事業

鳳OPA加壇国の一員と

して来日本部と情報の共

有化を回った。

(国際 AOPA 221年次総

会は中止となった)

■ 年 東 京 2 会員

猟Ю

田

′
:ヽ型航空機に

関する操縦技

術の向上、運

航の安全確保

を図るための

資料及び情報

の、インター

ネット及び機

関紙による開

示事業

機関紙(ニ ュースレター)

を 4回発行 し、会員及

び関係団体に配布する

とともに国会図書館に

納本 した。

通 年 日本国内 5 会員及び一般

2,∝Ю

954

メー リングリス トによ

る会員への情報提供を

多数回行った。

通 年 全 国 10 会員

300
40

インターネ ットのホー

ムページにより情報提

供・広報活動・情報開

示を行った。

通年 世界中 20 会員及び一般

50,(■)0

40

第 9回 AOPAAWARD
を、 日本航空機操縦士

協会 GA委員会委員の

|||■氏に授与 した。

12月 4日 東 京 5 会員

300
51

(2)その他の事業

特になし。

９
“



書式第

“

号(法第
"彙

■饉)

令和3年度    活動計算書
令和3年4月 1日 から 令和4年 3月 31日

特定非営利活動法人 AOPA― JAPAN

科
Ｈ

【 金 額

245,000
5,580,000

36.000 5.861.0∞

243,000
25.000 268.(厠 Ю

60.000 60.(�Ю

17,700
18,∞Ю

54 35.754

会費・入会金・賛助会費収入
入会金収入  

“

輌 x49人
会費収入  018∞O x 310人

賛助会費収入 "回 x4人

2 事業収入
安全講習会参加費

“

|∝Ю x 81人
一般参加 0∞∞ x5人

収 入 合 計

I 収入の部

3 広告収入

4 その他収入
雑収入
次年度会費預り金
利息収入

6.224.754

535,603
30,000
86,790

290,()00

264,204
690.000 l.896.597

90,422
51,441
79,420

0
0

57.529

221,283

57.529

204,256
720,0(X)

106,146
176,014
306.253

6,010
131,275

600
8,799

60,90()

0
307,216
240,000

7,855
4.492 2.339.816

120,000
250.000 370.0(X)

■ 支出の部
1 事業費

(1)航空知崚の普及に関する事業費
安全講習会・技量維持関係
各種会費
旅費負担金
謝礼各種
郵送費
ニュースレター製作費

(2)社会教育の推進事業費
広報活動費
表彰事業費
通信運搬費

(3)国際協力の事業費
会議費 (海外)

世界大会参加費
国際AOPA年会費

2 管理費
役員報酬
給料手当

什響精 品費
家賃光熱水費
消耗品費
通信費
旅費交通費
出張費
印刷費
租税公課
書箱費
慶弔費
交際費
会議費
顧問弁護士費
振込手数料
その他雑費

3 経理会計費
経理事務費
顧問税理士費

当期支出合計 4.885.225
当期正味財産増減費
前期繰越正味財産
当期正味財産
去遡!糧越正味財産

1,339,529
2,520,119
3,859,648
3.859.648



書式第15号 (法第囲条関的

令和 3年度 貸惜対照表

令和 4年 3月 31日 現在

特定差営型置塾塗△ ⊇塾」」墨
(単位 :円 )

科  目 金  額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計 (A)

3,“9,“8

0

0

0

0

3,859,648

0 3, 859, 648

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流動負債合計

2 固定負債

長期借入金

固定負債合計

負債合計 (B)

0

0

0

0

皿 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増加額 (減少卿

正味財産合計 (C)=(A)一 (B)

負債及び正味財産合計 (B)+(C)

2,520,119

1,339,529

3,859,648 3, 859, 648

3,859,α8



16 法

令和3年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 AOPA―JAPAN

重要な会計方針
計算書類の作成は、NFO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NK)法人会計基準協議会)によつています。

(1)椰卸資産の評価基準及び評価方法
本項目に該当する案件はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
本項目に該当する案件はありません。

(3)引 当金の計上基準
本項目に該当する案件はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
本項目に該当する案件はありません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

科 目

全国各地の地
方空港を拠点
として地方自
治体が行う防
災訓練への参
加事業

小型航空機の

運航に関する
安全講習会の

開催事業

海外の関係す
る団体が開催
する国際会議
への参加事業

青少年を対敏
とした航空教
室の開催事業

小型航空機に
関する操縦技
術の向上、運
航の安全確保
を図るための

資料及び情報
の、インター

ネット及び機
関紙による開

事業部門計 管理部門 合 計

268,000

0

268,000

60,000

0 35,754

5,861,(】30

0

5,861,000

268,000

60,000

35,754

2(8,αЮ 328,000 5,896,754 6,224,754

:経常収益
1.受取会費
2.事業収益
3.広告収入

4.その他収益

経常収益計

l:経常費用

(1)人件費

役員報酬

給料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

郵送費
ニュースレター制作費

印刷費
(コピー機の保守管理科含む)

通信費
(インターネット関連)

国際AOPA年会費
(に外会●■・世i大会●加費含
む)

消耗品費

書籍費

慶弔費

交際費

会議費

出張費

謝礼

表彰費

各種会費

安全講習会・

技量維持関連費

広報活動費

通信運搬費

什器備品費

家賃水道光熱費

旅費負担金

旅費交通費

外Ю,αЮ

51,441

535,603

86,7∞

57.529

90,422

79,420

264,204

690,(Ю0
264,204

690,(X〕0

0

0

0

0

0

0

0
2Ⅸ),(XX)

51,441

3010(メ0

535,603

0

57,529

90,422

79,420

0

0

86,790

0

0

0

131,275

176.014

0

166,1“

8,799

∞ .9(Ю

0

307,216

6,010

0

0

204,2:焙

720,(】

"D

30(5,253

0

0

264,204

690,000

131.275

176,014

57,529

166,146

8,799

60,9(10

0

307.216

6,010

ムЮ,αЮ

51,441

30,000

535,603

90,422

79,420

204,2545

720,(】〕0

86,7∞

306,253



顧間弁護士費

経理事務費

顧間税理士費

振込手数料

租税公課

その他雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

240,(XЮ

l",(KЮ

23),αЮ

7,855

600

4,492

240,(X"0

120,(H)0

250,(KЮ

7,855

600

4,492

963,834 67,520 1",842 954,204 2,175,409 2,709,816 4,885,225

963,834 57,529 169,842 954,204 2,175,409 2,709,816 4,885,225

△ 695,834 △ 57.529 △ 169,842 △ 954,204

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
本項目に該当する案件はありません。

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
本項目に該当する案件はありません。

5.固定資産の増減内訳
本項目に該当する案件はありません。

6.借入金の増減内訳
本項目に該当する案件はありません。

7.役員及びその近親者との取引の内容
本項目に該当する案件はありません。

8.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
本項目に腋当する案件はありません。

匡頭璽璽匪
=理

匹璽Eコ璽璽四



書式第 17号 (法第
"条

関関

財産目録

令和4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 AOPA JAPAN

(単位 :円 )

科  目 数量 金  額

I 資産の部

1 流動資産

手元現金

三:井イ主友ヨ鮨〒 田園調布:支店
i 

普通預金

未収金

流動資産合計

268,ⅨЮ

3,591,(M8

0

3,859,648

3,859,648

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

0

0

0

0

0

資産合計 (A)

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流動負債合計

2 固定負債

長期借入金

固定負債合計

0

0

0

0

負債合計 (B)
ｎ

〉

正味財産 (C)=(A)一 (B) 3,859,648



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (令和3年4月 1日 ～令和4年3月 3:日 )

特定非営利活動法人  AOPA―JAPAN_

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受 けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
監 事

ダイコハラ ケン 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日大小原 健

2
監 事

ヤマガタ ア リノリ 令和講離月1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日山縣 有徳

3

ヤマムラ トモフミ 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日山村 朋史

4
・監事

トミオカ ヒロツグ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年・ 月   日

年・   月   日冨岡 弘継

5
監 事理 事

タケウチ ミキオ 令和鉾目.月 1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

H

日竹内 幹生

6 監事
7/+:./t/a.Y 令和び目1月 1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日鈴木 員悦

7
・監事

ニシムラ ヒロユキ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日西村 博行

8
監事理 事

キヌガサ ヒデキ 令和群日月1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日衣笠 秀樹

9 監事理 事

,F,Yl l7<+ 令和舶円月1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日細谷 泰正

10
監 事

+r'? crz=+ 令和y口月 1日

令和4年3月 31日

年  月  日

年・  月   日佐久間 洋行

/~ヽ

く
=ヲ

監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 監事
イシバシ トシノプ

石僑 利信

令和

“

目1月 1日

制 年3月 31日

年 月 ロ

年  月  日

12 監 事
サカノウエ アキコ

坂上 明子

令和3年41月 1日

令和4年3月 31日

年 月 H

年  月  日

13 監 事
シンナガ リュウイチ

新永 隆一

令和3年4月 1日

令■■年3月 31日

年 月

"

年  月  日

14 監 事理 事
コウキ アキラ

幸喜 明

令和綽自月1日

令■4年0月 31日

年 月 H

午=  月   H

15 理 事 監 事

ス ノハ フ アツ シ

春原 農

令和
"目

1月 1日

令和

“

円月31日

年 月 ロ

年  月  日

16 理 事
a+-? ue7+

小山 浩明

令和メロ月1日

令■■年3月 31日

年 月 日

年1  月   日



事 業 報 告 用
書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人___坦墜―JAP川

氏   名

1 大小原 健

2 山村 朋史

3 冨岡 弘継

4 竹内 幹生

5 鈴木 具悦

6 西村 博行

7 衣笠 秀樹

8 佐久間 洋行

9 小山 浩明

10 石橋 利信

11 新永 隆一

12 春原 農


